第12章 ベトナム

  ベトナムは、1998年に7千百万人の人口を有するとみられ（表12.1）、人口規模から見ると大国である。しかし、1997年の1人あたりのGDPは、339米ドル（表1.1）に過ぎない。これは、同時期における日本の1％ほどにあたり、ベトナムはこの報告書の中で最も貧しい国ということになる。しかし幾度か言及したように、この「米ドルで計った1人あたりのGDP」という尺度は、ベトナムの購買力をかなり過小評価してしまう。タクシー代や散髪代などの貿易で取り引きされないサービスの費用は、日本よりベトナムのほうがかなり安いからである。しかし、国際ドルでみた1人あたりの名目GDPによってこの差違を調整しても、1996年にベトナムは日本の15分の1に過ぎず、インドネシアやフィリピンの半分にも満たない。このように、米ドルでみたGDPでは、ベトナムはこの報告書で取り上げる国の中ではかなりの小国なのであり、国際ドルで見るとシンガポールよりわずかに大きい国に過ぎないのである。

  ベトナムのこの低い所得水準の原因の一つは、数十年前に行われた長期にわたる戦争である。また、1970年代後期から1980年代中期の間に、市場を抑圧して経済的に世界から孤立した、ベトナム政府の政策の責任ともいえる。また、外国の政府、とくにアメリカ合衆国の政策が、ベトナムの経済的孤立を補強したことも見逃してはならない。しかし、1986年に始まったドイモイ政策によって、ベトナムは徐々に市場経済を導入し、世界経済との交流を深めていった。現時点では、ベトナムはまだ、市場経済の実現への途中である。これからの改革の進み具合は、これまでの進歩が維持できるかの重要な決定要因となるだろう。 

  1980年代中頃の悲惨な経済状況を考慮すると、ここ十年にわたるベトナムの経済実績には、とくに目を見張る。GDPの成長率は、1986～87年の2～4％から、1988～91年の5～6％、1992～97年の8～9％（表12.1）と、徐々に加速している。それに対応して、ベトナムの通貨ドンで計った一人あたりの実質GDPは、1986～97年の間に70％増加した。1998年と1999年の見通しは幾分不確実であるが、入手できた予測では、成長は鈍るとされていて、1998年は3.5～5.7％、1999年は3.5～4.6％のGDP成長率が予想されている。(表1.1) ただ、ベトナムの推定値は他の国と比べ誤差が大きいことにも注意が必要である。これは、予測に必要な最近の傾向を示す政府発表のデータが著しく不足しているからである。表12.1における計算は、例として4.0％の成長を仮定した場合のものである。 

  ベトナムの急激な成長には、乳児死亡者数と非識字率の著しい低下も関係している。それに、出生時平均余命が徐々に延びてきたことも見逃せない。（表12.1）興味深いことに、これらの変化は、1980年代半ばの経済発展の前から見られる。それに対して、就学率は、1980年代には低下している。しかし、1990年代の経済発展と共に改善された。これらのことから、いまだかなり貧しい国にも関わらず、ベトナム政府は国民の大部分に必用最低限の物資・サービスの供給をきちんと行ってきたといえる。

  ベトナムは、1997年の時点で就業者の67％が農業に従事している農業国である。農業従事者の割合は、1984～86年と1988～93年における72～73％のピークから、少し減少している。（表12.1）製造業に従事する就業者の割合も、1994年における12％のピークから、1995～97年の9％に少し減少した。この製造業従事者の割合の減少は、国有製造業企業の改革といくらか関連がある。一方、その他の産業の割合は、最近少し増加している。GDPにおける各産業のシェアをみると、ベトナムの産業構造の変化が読みとれる。農業のシェアは、最高値だった1988年の46％から、1997年の26％に減少している。これに対して、製造業のシェアは1989～90年の23％から1997年の31％に増加している。この増加に貢献した産業は、鉱業・製造業・電気ガス水道業などである。これらの産業は、1990年では19％だったのが、1997年では24％を占めるようになった。 サービス業では、行政サービスとその他がもっとも大きく、そのシェアは拡大し続けている。

  支出項目でとくに注目すべき点は、民間・政府問わず、ベトナムの消費支出のGDPに占める割合が非常に大きいことである。1997年に80％のシェアまで落ちているが、1989年には、99％も占めていた。（表12.1）民間消費支出の割合は、1994年で75％ととくに大きい。このような高い民間消費支出のシェアは、国民の多くがとても貧しく、貯蓄をする余裕がないことを表している。低所得から導かれるもう一つの特徴は、最近では増加している固定資本形成の対GDPシェアが、かつては比較的小さかったことである。幾つかの産業においては、いまだ力を持つが、徐々に減りつつある国有企業の存在に対して、民間固定資本形成のシェアが、わずかだが増えつつあることに、注目すべきである。また、巨額の貿易赤字に対して、その赤字を埋める外貨準備が必要である。しかし、投資に対して国内の貯蓄が不足しているために、貿易赤字は、この先のベトナムの経済成長 にとって、厳しい制約となるかもしれない。データが示す別の特徴は、GDPに対して貿易が占める割合が大きく増えつつある事である。輸入は、対GDP比で、1988年の20％から、1997年には51％まで増加している。一方、輸出も5％から39％まで増加している。ベトナムには保護貿易がいまだ存在するが、貿易自由化を実行するアセアン自由貿易協定（AFTA）の進展に伴って、さらなる貿易量の増加が予想される。 

金融・財政面において、いままでにベトナムは、厳しい問題に直面してきた。最初は、1980年代半ばに経験した、かなり高いインフレ率であった。それは、1986～88年の間に、3桁に達した。（表12.1）原因は主に、中央の計画経済から市場中心の経済へ移行したことにあった。そして、高いインフレ率に対応して、ベトナムの通貨ドンは、1986年の1米ドル23ドンから、1991年には1米ドル10,000ドンまで減価した。その後、政府の徹底した緊縮金融政策が功を奏し、1993年までに、インフレ率は20％以下になった。通貨ドンも安定したが、徐々に減価していった。1998年にも2月と8月にドンは減価し、年末には、1ドル約14,000 ドンになった。インフレ率は 1996年から1桁台を保っているが、経済失速の状態に直面している中央銀行の主な政策目標は、高いインフレの再発を防ぐことである。1998年と1999年のインフレ率は、いくらか上昇はするが、8～9％と比較的低めにとどまるだろう。（表1.2）

また、インフレが進んでいた1980年代中・後期に、大きな財政赤字も問題になっていた。最近では、GDP比1％以下の規模までに財政赤字を押さえることができたが、この時期は、インフレを押さえた時期と合わさる。しかし、経済が失速するこの時期において、最近の改善された状態を維持することは難しいだろう。

  先に言及した巨額の貿易赤字は、巨額な経常収支の赤字の主要な原因でもある。経常収支の赤字は、最近とくに増加し、1994～96年にその規模は、GDPの8～10％、1993年と1997年では、6％まで達した。（表12.2）1998年及び1999年の経常収支の予測は、今のところ入手していないが、1998年3四半期におけるベトナムの輸出は、米ドルベースで、1997年の22％と比べてわずか4％の成長しかない（表12.2、Japan External Trade Organization, Institute of developing Economies, 1998）。1998年の最初7ヵ月間の貿易赤字は、1997年の同時期とほぼ同じの、14億米ドルと報告されている（Far Eastern Economic Review、1998年9月3日号、57頁）。したがって、表12.2において、1998年の経常収支の赤字額は、GDPの約6％の規模、つまり、1997年とほぼ同じ水準になると予測している。しかし、サービス・所得収支の赤字は増加し、経常移転では黒字になっているように、経常収支において貿易収支以外の構成要素が、最近かなり大きくなってきた。そのために、この予想には、かなりの誤差が考えられることに注意したい。確かなデータはないけれども、海外のベトナム人による送金は経常移転の黒字に大きく貢献しているように思われる。また、ベトナムが受ける経済援助の送金も、経常移転を黒字に導いていると考えられる。

表12.2を見ると、海外投資の流出と流入を分けられていないように、ベトナムの国際収支のデータは、他の国・地域と比べて不十分である。しかし、最近、直接投資が際立って増加していることがわかる。1993年の3億米ドルから、1995～97年には、18億～21億米ドルまで増えている。ベトナムからは、海外へ直接投資をほとんど行っていないと考えられているので、これらの値は、ほとんどがベトナムへの流入と考えられる。この投資額は、GDP比8～9％に達し、これほどの高い割合を持つ地域は、アジアの中でシンガポールくらいである。ベトナムにとって直接投資は、国際収支において重要な役割を持つので、1998年に海外からの直接投資の増加率が大幅に落ち込んだことは、大きな問題である。（Far Eastern Economic Review、1998年9月3日号、57頁)

ベトナムへの投資におけるもう一つ重要な特徴は、証券投資がまったく不足していることである。これは、まだあまり発達していないベトナムの証券市場に、外国人の参加が許可されていないからである。その他の長期・短期資本投資額は、年々、大きく変動していたが、最近その額は、直接投資の額より小さくなっている。また、1990年代初頭には、1ヵ月分の輸入額にも満たなかった程、外貨準備はわずかであったが、最近では、標準的な水準（2～3ヵ月分）まで増加した。対外債務も、1989～91年にはGDPの300％以上にもなり、ベトナムの経済規模と比べてかなり多かったが、1997年には114％まで、著しく減少した。しかし、金融危機に打撃を受けたアジアの国々と比べても、この債務の負担はかなり重い。幸いにして、ベトナムの債務返済額は、今のところそれほど大きくない。しかし巨額な経常収支の赤字は、ベトナムにとって深刻な問題として残っている。

  次に、ベトナムの貿易相手国を表12.2で見てみると、かなり変化したことがわかる。これは、1986年以来の開放政策と、冷戦が終わり、元共産圏への依存が減ったことに関係がある。例えば、1990～91年に、ベトナムからの輸出総額における日本への輸出の割合は14％から34％に、輸入では、12％から31％に増加した。また、香港とシンガポールを合わせると、同時期において、輸出額では18％から31％へ、輸入額では16％から28％まで増加している。これらの割合は最近減少したが、ベトナムにとって今もなお重要な貿易相手地域であることに変わりはない。一方、韓国と台湾を合わせた貿易総額に対する割合は、輸入・輸出両面において、著しく増加してきた。そして、1996年のベトナムの輸入において、約27％のシェアを獲得し、この2つの経済圏は最大の輸入相手地域となった。欧州9ヵ国も、ベトナムにとって主要な貿易相手国である。しかし、米国との貿易量はまだ少ない。これは、1990年初頭まで、ベトナムと米国との間の通商取引が、禁じられていたためである。

  農業国ベトナムの輸出総額において、最も大きな割合を占めるのは、やはり農作物である。ベトナムは、米や幾つかの農作物に関して、大きな輸出国である。表12.2を見ると、農作物の輸出額の割合は、10年前の2分の1から少し減っているが、1996年には全体の3分の1を占めている。その他の製品（主に繊維・衣料・玩具など）は、次に大きなシェアを持つ輸出品である。それらの輸出額は、1996年には全体の3分の1近くを占めた。これは、1992年の15％から著しい増加である。実際、1986～90年の時期には、もっと高いシェアを有していたが、これらの軽工業は、冷戦後、新しい市場を開拓できず、国際レベルまで品質を上げることができなかったため、シェアを少し減らしてしまった。鉱物性燃料の輸出は、1980年代後半と1990年代初頭に急成長した。この産業の輸出総額における割合は、1986年の4％から1992年でピークの34％になり、1996年に22％に減少した。最近の原油価格の下落が、鉱物性燃料の国際価格も押し下げているからである。輸入では、機械製品とその他の製品の輸入総額に対する割合が最も大きく、最近ではそれぞれ約4分の1から3分の1の割合を占めている。鉱物性燃料や化学製品の輸入額も比較的大きい。

  残念なことに、日本銀行はベトナムとの国際収支のデータ資料を公表していない。それは、日本から見て、ベトナムとの取り引き高は、わずかだからだろう。しかし、先に述べたように、ベトナムにとって日本は、重要な貿易相手国である。だから、表12.3のように、日本のベトナムとの貿易の商品構成を知るのは、とても有意義である。表12.3を見ると、日本のベトナムへの輸出は、日本が比較優位を持つ機械製品に集中している。それに対して、日本のベトナムからの輸入は、ベトナムが比較優位を持つ農作物や鉱物性燃料が、大きな割合を占めている。興味深いことに、その他の製品が2国間の貿易の大きな部分を占める。ここ数年の日本のベトナムからの輸入の最も主要な製品であり、日本からの輸出では、データが公表されてから、常に2番目の主要商品である。これは、繊維などの軽工業製品が大部分を占める。
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